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国際希少野生動植物種流通管理対策費

事業イメージ

請負事業

ワシントン条約の適正な履行及び希少野生動植物種の保全を進めるため、

以下の事業を実施します。

Ⅰ.希少生物の国際取引の適否の判断に必要な情報を体系的に収集します。

Ⅱ.象牙等の希少野生動植物種の個体及びその器官・加工品を取り扱う事業

者に対し、立入検査や指導を強化し、市場の適正な管理に注力します。

Ⅲ.関係機関（省庁、自治体、事業者）の連携を強化し、国内希少野生動植

物種の違法採取及び密輸対策について、効果的な対策を実施します。

Ⅳ.種の保存法についてより広く国民が理解し、違法流通に巻き込まれるこ

とを未然に防止するため、普及広報を行います。

Ⅴ.登録機関において、法に基づく届出がインターネット経由でも可能とな

るよう届出電子システムを運用し、国民の利便性を向上させます。

① 科学当局としてワシントン条約の適正な履行を進めるとともに、同条約で国際取引が規制されている象牙やべっ甲

などの適正な国内取引を推進する

② 種の保存法で保護されている国内に生息する希少野生動植物種の違法取引と密輸を撲滅する

国際・国内希少野生動植物種の保全と適正な取引を推進します。

【令和２年度予算（案） 50百万円（32百万円）】

民間事業者・団体/非営利団体/研究機関

昭和61年度～

環境省自然環境局野生生物課 電話：03ｰ5521ｰ8283
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年度 主な事業概要

Ｒ２ 取引監視強化（象牙）、密猟密輸対策モデル
事業の企画・試行及び連携構築

Ｒ３ 取引監視強化（象牙・国内希少種）、密猟密
輸対策モデル事業の本格実施

Ｒ４ 取引監視取組の国際発信（CITES-COP)、密
猟密輸対策モデル事業の効果検証・全国展開
へステップアップ



国際希少野生動植物種流通管理対策費

Ⅲ.関係機関と連携した国内希少種の違法採取・密輸対策（令和２年度の施策概要）
～沖縄奄美地区をモデル地域として～

（１）関係機関団体との連携強化及び対策推進のための会議開催

１）奄美群島地域（鹿児島県）、沖縄県地域（沖縄県）を包括的に対象とする会議開催

２）地域における現場レベルの会議開催

※1箇所想定（石垣島）

３）関係機関（行政機関・運輸機関・物流機関・警察機関）との監視・連絡体制の構築

（２）実効性ある違法採取及び密輸対策

１）希少野生動植物の識別ツールの開発等

両生類・は虫類・昆虫・植物等 13種程度作成見込み

２）空港等で差押さえた種判別困難生物の専門家による同定（100件）

３）違法採取パトロールの強化

（３）普及啓発

１）チラシ・ポスターの作成

※３種類（奄美ver、沖縄本島ver、八重山ver）×各3言語（日・英、中）

×各２種類（ポスター、チラシ）

２）空港や港湾での希少種持ち出し禁止キャンペーンの実施

計3空港（奄美空港、那覇空港、石垣空港）を想定


